
「南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく

防災対応検討ワーキンググループ」概要

資料１



大規模地震対策特別措置法（大震法）に基づく地震防災応急対策について

【基本計画】
（中央防災会議）

警戒宣言発令時の国の対応方針や、地方公共

団体や事業者の計画の基本的考え方を規定
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○ 地震予知情報の報告 → 警戒宣言の発令 → 各主体は各種計画に定めた地震防災応急対策を実施

○ 強化地域内の各主体は地震が予知された場合に実施する対策（地震防災応急対策）を自ら計画として作成

【 地 震 発 生 前 に 本 部 設 置 】

• 地震災害警戒本部
（本部長・総理大臣）

• 都道府県警戒本部

• 市町村警戒本部

【 地 震 防 災 応 急 対 策 の 実 施 】

• 強化地域内の住民（約1,300万人）の

うち、津波・土砂災害の危険地域の

住民の避難

• 新幹線等の運行停止

• 高速道路の一般車両の通行止め 等
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【強化計画】
（都道府県、市町村、指定行政機関、指定公共機関）

関係省庁、地方公共団体等が、警戒宣言発令時の避

難勧告の発令基準等を規定

報
告

地震防災対策強化地域
（人口：約1,300万人）

○ 東海地震を対象とする大震法は、確度の高い地震の予測を前提として防災対応を実施する仕組み

○ 地震防災対策強化地域の指定

大震法に基づく地震防災応急対策の仕組み

大規模な地震が発生した場合に著しい地震災害が生ずるおそれがあるため、地震防災に関す

る対策を強化する必要がある地域

（内閣総理大臣が、中央防災会議に諮問し、関係都道府県知事に意見を聴いて指定）

現在は、東海地震だけが対象

昭和５３年に、東海地震の切迫性の指摘と地震予知が可能であるとされたことを受けて立法
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【応急計画】
（病院、百貨店、鉄道事業等の民間事業者）
民間事業者が、警戒宣言発令時に緊急的に実施

する対策を自ら規定

※ 地震財特法による、強化計画に基づき緊急に整備すべき施設等の整備に補助規定あり



○論点

・第１回 平成２８年 ９⽉ ９⽇（⾦）
・第２回 平成２８年１１⽉２２⽇（⽕）
・第３回 平成２９年 １⽉３１⽇（⽕）
・第４回 平成２９年 ３⽉２４⽇（⾦）
・第５回 平成２９年 ５⽉２６⽇（⾦）
・第６回 平成２９年 ７⽉ ３⽇（⽉）
・第７回 平成２９年 ８⽉２５⽇（⾦）
・報告書公表 平成２９年 ９⽉２６⽇（⽕）

・南海トラフ沿いの⼤規模地震の予測可能性の確認
・南海トラフ沿いの地震観測・評価体制のあり⽅
・観測・評価に基づく地震防災対応のあり⽅

○ワーキンググループ開催状況

地震防災対策強化地域

南海トラフ巨大地震の想定震源断層域

○趣旨
⼤規模地震対策特別措置法では東海地震のみを対象として地震防

災対策強化地域が指定され、地震防災基本計画が⽴てられているが、
近い将来、南海トラフ沿いの広い範囲で⼤規模な地震の発⽣が懸念
されている。
地震予測の現状も踏まえ、南海トラフ沿いの地震観測や観測結果

の評価体制、観測・評価に基づく地震防災対応のあり⽅について検
討を⾏うために、防災対策実⾏会議の下にワーキンググループを設
置する。（平成28年６⽉設置）

（主査） 平田 直 東京大学地震研究所地震予知研究センター長・教授

（委員） 岩田 孝仁 静岡大学防災総合センター教授

宇賀 克也 東京大学大学院法学政治学研究科教授

河田 惠昭 関西大学社会安全学部・社会安全研究センター長・教授

小室広佐子 東京国際大学教授

田中 淳 東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター長・教授

長谷川 昭 東北大学名誉教授

平原 和朗 京都大学大学院理学研究科教授

福和 伸夫 名古屋大学減災連携研究センター長・教授

山岡 耕春 名古屋大学大学院環境学研究科教授

山﨑 登 日本放送協会解説主幹

川勝 平太 静岡県知事

尾﨑 正直 高知県知事

行政委員 （ 内閣官房、文部科学省、国土地理院、気象庁 ）

○メンバー○南海トラフ沿いの地震と
地震防災対策強化地域
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南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応検討ワーキンググループ（H28.6～）

○ 平成28年6月、南海トラフ沿いの地震観測や観測結果の評価体制、観測・評価に基づく地震防災
対応のあり方について検討を行うために設置
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８．南海トラフ沿いの大規模地震の規模と発生時期の予測可能性に関する科学的知見（抜粋）

○地震の規模や発生時期の予測は不確実性を伴い、直前の前駆すべりを捉え地震の発生を予測するとい
う手法により、地震の発生時期等を確度高く予測することは困難である。

・・・ （中略） ・・・

以上より、地震活動の統計的な経験式を用いた地震発生の確率的予測が現時点での唯一の定量的予

測手法である。また、これまで観測されたことがない前駆すべりを含め、プレート間の固着状態の変化を示唆

する現象（以下、「ゆっくりすべり等」という）が発生している場合、ある程度規模が大きければ検知する技術

はあり、検知された場合には、定性的には地震発生の可能性が高まっていることは言えるであろう。

しかしながら、これらいずれの場合においても、現時点においては、地震の発生時期や場所・規模を確度

高く予測する科学的に確立した手法はなく、大規模地震対策特別措置法に基づく警戒宣言後に実施される

現行の地震防災応急対策が前提としている確度の高い地震の予測はできないのが実情である。

「南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性に関する調査部会」とりまとめ

南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性について（報告）（平成２９年８月）
「８．南海トラフ沿いの大規模地震の規模と発生時期の予測可能性に関する科学的知見」より抜粋

○ 現時点においては、大震法に基づく警戒宣言後に実施される現行の地震防災応急対策が前提
としている確度の高い地震の予測はできないのが実情
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南海トラフ沿いにおける大規模地震の発生履歴

南海トラフ沿いで過去に発生した大規模地震の震源域の時空間分布
（地震調査委員会、平成25年5月公表資料に加筆）

○ 南海トラフ沿いでは、おおむね100～150年で大地震が繰り返し発生

○ 発生形態は、駿河湾から四国沖にかけての複数の領域で同時あるいは２年程度の時間差で発
生する等多様



南海トラフ沿いで発生する典型的な異常な現象とその評価に基づく防災対応の基本的考え方

南海トラフで地震(M7ｸﾗｽ)が発生

M8～9クラスの大規模地震と比べて一回り小さい規模
（M7クラス）の地震が発生

※南海トラフ沿いでは確認されていないが、世界全体では、M7.0以上の地震
発生後に、さらに規模の大きな地震が同じ領域で発生した事例がある

ケース２

西側は連動
するのか？ 南海トラフの大規模地震の前震か？

南海トラフ東側で大規模地震(M8ｸﾗｽ)が発生

東海南海日向灘

東海南海日向灘

ケース１ 南海トラフの東側だけで大規模地震が発生（西側が
未破壊） ※直近２事例では、南海トラフの東側の領域で大規模地震が発
生すると、西側の領域でも大規模地震が発生

全世界で1900年以降にM8.0以上
の地震(96事例)発生後、隣接領
域で同規模の地震が発生した事
例数

3日以内：10事例
3年以内：38事例

全世界で1900年以降にM7.0以上
の地震(1368事例)発生後、同じ領
域で、同規模以上の地震が発生
した事例

7日以内：24事例
3年以内：56事例

防災対応の基本的考え方：一定程度可能性の高さが認められる期間内に、避難等の応急的な対応を実施する意義がある
• 可能性の高さだけでなく、被害の軽減効果と防災対応に伴う損失等社会的な受忍のバランスによって、防災対応の内容や期間を決めることが適当。
• 具体的な検討に当たっては、避難施設の整備状況や耐震対策の実施状況等を踏まえ、地震発生の可能性の高さや地域の脆弱性に応じて、複数の対応をあらかじめ想定することが望ましい。
• これらの考え方について、社会的合意を目指すべき。

東北地方太平洋沖地震に先行して観測された
現象と同様の現象を多種目観測

２０１１年東北地方太平洋沖地震に先行して観測された現象

ひ
ず
み
の
変
化

時間

◆ひずみ計

東海地震の判定基準とされるような
プレート境界面でのすべりが発生

※東海地域では、現在気象庁が常時監視

ケース３ ケース４

日

地震活動関連

地殻変動関連

電磁気関連
地下水関連

シミュレーションでは、地震発生前にゆっくり
すべりを伴う場合、伴わない場合等、大地震
発生に至る多様性が示されている。

Noda and Hori (2014)

防災対応の基本的考え方：防災対応に活かす段階には達していない

防災対応の基本的考え方：行政機関が警戒態勢をとるなどの対応に活用できる
• 行政機関が警戒態勢等をとる際、住民等にどのように情報を発信するか、態勢の解除の判
断をどうするか等、どのような具体的な対応が適切か社会的合意を形成する必要がある。 6

○ 典型的な４つのケースについて、防災対応の基本的考え方を検討



⼤震法による現防災対応について

大規模地震対策特別措置法の取扱い及び今後の防災対応

○ 現在の科学的知見では、大震法に基づく現行の地震防災応急対策が前提としているような、
地震の発生場所や時期・規模の高い確度の予測はできない。

○ そのため、大震法に基づく現行の地震防災応急対策は改める必要がある。

南海トラフにおいて異常な現象が観測された場合の今後の防災対応の⽅向性
○ 現在では、東海地震のみならず南海トラフ全体で大規模地震が切迫

○ 南海トラフの大規模地震は、対策を実施したとしても、なお甚大な被害が発生するおそれ。

（想定される被害 対策前：死者 約323,000人 → 対策後：死者 約61,000人）

〇 南海トラフの大規模地震は、半割れのケース※など、発生形態に多様性がある。

〇 大地震の発生前にも前震・地殻変動など様々な現象が捉えられる可能性があり、

これらの観測情報などの科学的知見を防災対応に活かすという視点は重要

○ 確度の高い地震の予測はできないことから、大震法に基づく現行の防災対応は改める必要

○ 異常な現象が観測された場合に緊急的に実施する防災対応の基本的な方向性を整理

異常な現象が観測された時、科学的にどのような評価ができ、それを踏まえて
どのような防災対応を行うことが適切か、典型的なケースを想定して検討し、
緊急的に実施する防災対応の基本的な方向性を整理 7

※1854年 東側での地震の32時間後に西側で地震が発生
1944年 東側での地震の2年後に西側で地震が発生
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防災対応の方向性（今後の具体的な検討のための津波避難の考え方の例）

○ ケース１、ケース２の現象が発生した場合の住民の津波からの避難の例を整理

発生

３
日

発生

７
日

※ 避難する期間は、地震の発生可能性と
避難生活の負担等の総合的なバランス

※ ここで示すものは、例であり、地域の状況によって異なる

ケース１の事象発生～３日程度は、地震発生後５分以内に津波が到達するような地域の住民や、高齢者等避難に時間を要
する住民は避難

 ケース１の事象発生から４日～１週間程度、ケース２の事象発生～１週間程度は、高齢者等避難に時間を要する住民
は避難

 それ以降は、平時の備えを行いつつ、地域の実情に応じて一部対応を継続
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⃝ 各主体が想定している状況等を正しく理解した上で、国全体で調和を図りつつ、各主体があらかじめ計画
を策定して、自ら対応を定めておくことが必要。

⃝ 異常な現象は、日常生活に馴染みがないため、防災対応の開始判断にバラツキが生じ、地域に混乱が生
ずる可能性があることから、防災対応を一斉に開始できるような仕組みについての検討が必要。

○ 各主体があらかじめとるべき防災対応を計画として策定しておくこと、それらを一斉に開始する仕
組みが必要

○ 南海トラフの特に西側の領域での地殻変動の調査の充実や南海トラフ全体で迅速に評価できる
体制が必要

○ 具体的な制度の構築には、丁寧な議論と防災対応の具体的な検討を行うことが必要。また、新た
な防災対応が決まるまでの間も、国・地方公共団体は当面の暫定的な防災対応が必要

防災対応の実施のための仕組み、観測・評価体制、具体的な防災対応の検討にあたっての留意点

⃝ 迅速に現象を評価するために、海域の観測の強化が不可欠。
特に南海トラフの西側の領域の観測が不足しており、強化が重要。

⃝ 実際に発生した現象を２４時間体制で緊急に評価するために、
南海トラフ全体を対象に、現象を迅速に評価・助言できる体制の整備が必要。

⃝ 関係主体の理解を深め、主体的な対応を促すため、関係機関への説明等丁寧な議論が不可欠。

⃝ 地震が確実に発生するとは限らないため、対応を実施することによる損失等のバランスをとる必要があり、
自治体や企業とも連携して地域での具体的な取り組みを行い、社会的な合意を目指すべき。

⃝ 新たな防災対応が決まるまでの間に異常な現象を観測した場合に備え、当面の暫定的な防災体制を、
国・地方公共団体は定めておく必要。

防災対応の実施のための仕組み

具体的な防災対応の検討にあたっての留意点

観測・評価体制


